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■ 三重県の人口 

  三重県の人口は、平成17年をピークに減少傾向が続いています（図１）。また、
これに伴い、生産活動において中核的な労働力を担う生産年齢人口も減少傾向が
続いています。 
今後全国的に生産年齢人口の減少が続くことが予想されている中、平成 27 年

を 100とする指数の推計においては、三重県は全国を下回る状況が続き、平成37
年（令和7年）には1.9ポイントの格差であったものが、平成57年（令和27年）
には4.6ポイントまで格差が拡がっています（表１）。 

  全国よりも生産年齢人口の減少が加速して進むと推計されている三重県は、地
域経済への影響が早期に深刻化することが懸念されます。 

 
【図１】 

 

 
【表１】 
 
 
  

【出典】国立社会保障・人口問題研究所 
「日本の地域別将来人口 平成30（2018）年推計」 

【出典】三重県 「三重県の人口」（令和元年10月 1日現在） 

都道府県別生産年齢人口の指数（平成27（2015）年＝100）

地 域
平成37年
（2025）

平成42年
（2030）

平成47年
（2035）

平成52年
（2040）

平成57年
（2045）

全 国 92.8 89.0 84.0 77.3 72.3

東 京 都 101.6 100.7 97.8 93.3 89.9

大 阪 府 94.9 90.9 85.0 77.3 72.1

愛 知 県 97.8 95.4 91.5 85.5 81.3

岐 阜 県 89.9 84.8 79.0 71.4 65.7

静 岡 県 90.3 85.6 80.0 72.9 67.6

三 重 県 90.9 85.9 80.4 73.1 67.7

注) 平成27（2015）年の15-64歳人口を100としたときの15-64歳人口の値
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■ 三重県の産業構造 

  三重県は、平成 30 年工業統計調査において、製造品出荷額等が全国９位とな
っています。製造品出荷額等をベースに三重県の産業構造をみると、輸送用機械
器具製造業、電子部品・デバイス・電子回路製造業、化学工業の３業種で約53％
を占めており（図２）、中でも IoT 技術の核となる半導体メモリ生産に関し、世
界トップレベルのデータ記憶装置企業が県内に立地している電子部品・デバイ
ス・電子回路製造業については、三重県の製造品出荷額が全国１位となっていま
す（図３）。 

 
【図２】               【図３】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  一方、情報通信産業については、事業所数は全国 26 位と中位、従業者数、事
業収入はそれぞれ 34 位、30 位と低位にあり（表２）、県内の市場規模は全国の
拡大傾向に逆行して縮小しつつあるようにも見えます（図４）。こうしたことか
ら、拡大する情報通信産業における需要をいち早く取り込むために、県内情報通
信産業の成長を促していくことが必要です。 

  

三重県の製造品出荷額等の 
産業別構成比（平成２９年） 

三重県の製造品出荷額の産業別全国比
（平成２９年） 

【資料】経済産業省 
「工業統計調査 平成30年度確報 地域別統計表」 
から作成 

【資料】経済産業省 
「工業統計調査 平成30年度確報 地域別統計表」 
から作成 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

愛知 神奈川 群馬 広島 福岡 埼玉 三重 その他

三重県：7位 2,373,445百万円(3.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三重 長野 愛知 その他

三重県：１位 1,997,257百万円(12.5%)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

千葉 兵庫 大阪 神奈川 山口 静岡 茨城 埼玉 三重 その他

三重県：9位 1,186,649百万円(4.1%)

輸送用機械器具製造業（68,263,488 百万円） 

 

 

 

 
電子部品・デバイス・電子回路(15,929,532 百万円) 

 

 

 

 

 

化学工業(28,724,200 百万円) 
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【表２】 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
【図４】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

全国順位 全国順位 全国順位 全国順位
391ソフトウェア業 130 26 1,597 33 12 44 20,385 31
392情報処理・提供サービス業 45 26 675 27 15 35 10,353 25
　　39A情報処理サービス業 34 26 630 25 19 35 9,756 21
　　39B情報提供サービス業 5 27 30 24 6 17 162 24
　　39Cその他の情報処理・提供サービス業 6 26 15 40 3 46 434 30
401インターネット附随サービス業 22 23 115 31 5 35 710 34

197 26 2 ,387 34 12 44 31,448 30

事業所数
産業分類

従業者数【人】 事業収入【百万円】従業者数／事業所数

３９１ソフトウェア業  …  情報システム開発、プログラム作成、システム開発コンサルタント、ＳＩサービス、 
組み込みソフト、パッケージソフト、ゲームソフト作成等 

３９Ａ情報処理サービス業  …  受託計算サービス等 
３９Ｂ情報提供サービス業  …  交通情報や気象情報等データベースサービス等 
３９Ｃその他の情報処理・提供サービス業  …  市場調査等 
４０１インターネット附随サービス業 … ＥＣサイト運営、インターネットオークションサイト運営等 

【出典】経済産業省 
「平成28年経済センサス－活動調査」 
 事業所に関する集計 産業別集計 サービス関連産業Ｂに関する集計 

県内情報通信産業の事業所数、従業者数、事業所当たり従業者数、事業収入 

情報通信産業の市場規模（実質生産額）に関する 
全国と三重県の比較 

【資料】総務省「平成30年版 情報通信白書」日本の産業別実質国内生産額の推移 及び 
    三重県「平成31年刊三重県統計書」 県民経済計算 経済活動別県内総生産（実質）  
    から作成 
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■県内中小企業・小規模企業の状況 

  企業規模別企業数でみると、三重県と全国の構成比はほぼ一致しています（図
５）が、企業規模別付加価値額でみると、三重県では中小企業・小規模企業の割
合が 85.9%となっており、全国に比べ中小企業・小規模企業のウェイトが大きい
状況となっています（図６）。 

 

【図５】 

 

  

 
【図６】 

 

  

三重県

中小企業 小規模企業 大企業

全国

中小企業 小規模企業 大企業

三重県

中小企業 小規模企業 大企業

全国

中小企業 小規模企業 大企業

付加価値額の企業規模別割合（H23） 

※中小企業・小規模企業のうち、「小規模企業」を除いたものを「中小企業」と分類。 

【資料】中小企業庁「2019年版中小企業白書」から作成（図９・10） 

 

企業数の規模別割合 

7,298社 

(14.2%) 

44,188社 

(85.7%) 

 84 社 

(0.2%) 

529,786社 

(14.8%) 

3,048,390 社 

(84.9%) 

11,157 社 

(0.3%) 

5,203 億円 

(26.9%) 

11,389 億円 

(59.0%) 

2,722億円 

(14.1%) 

993,663億円 

(38.9%) 
1,205,336 億円 

(47.1%) 

357,443億円 

(14.0%) 
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■県内企業における経営者の年代分布 

県内企業の経営者のうち53.6%が 60代以上となっています。 

 

【図７】 
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5,000
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経営者の年代分布 

（出所：㈱東京商工リサーチ、三重県内データ22,147社のうち、年齢が判明している企業15,085社の経営者,平成29年12月） 

0.02% 0.08% 
3.0% 

17.2% 

26.1% 

30.3% 

18.0% 

5.0% 
0.4% 
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■ 県内企業のICT導入・活用状況 

  令和元年度に三重県がアンケート調査を実施したところ、80％にのぼる県内企
業がICT導入に向けた取組を行っていませんでした。同じアンケートで、県外優
良企業が58％となっていることに比べ、大きな差が表れた結果となっています。 

  今後深刻化が予想される労働力不足の問題を解決するとともに生産性向上を
図るため、県内企業のICT導入を促進する必要があります。 

 
【図８】 
  

 
 
 

■ ICT人材の需給動向等 

  国内においては、第四次産業革命やSociety 5.0を背景とするICT・データ活
用ニーズの高まりに伴い、今後も ICT 関連市場規模の拡大が見込まれています。
それに伴い ICT 人材の需要も拡大していくことが予想されますが、現状のまま
では供給が追いつかず、中位の需要拡大シナリオにおいても 2030 年に約 45 万
人の需給ギャップが生じると試算されています（図６）。 

  ICT人材は、DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進を担う人材と
して重要な存在ですが、現状においても企業内に不足感が生じており（図７）、
これら人材の育成・確保が喫緊の課題となっています。 
一方、OECDは「雇用アウトルック2019 仕事の未来」において、ICT・データ

活用ニーズの高まりに伴う仕事の自動化リスクに触れ、「日本においては、労働
者の約 15%の仕事が完全になくなってしまうか、さらに 39%の仕事が大幅な変化
を経験する可能性がある」と指摘しており、労働者に求められる能力の大きな変
革が予想されます。 
  

単位：％

県内企業
（n=1184）

70.3 

県外優良企業
（n=196）

92.8 

関心
あり
計

その他
解決すべき
課題がない

5.6

10.7

14.4

31.1

50.3

51.0

19.6

5.1

7.6

0.5

2.6

1.5

関心がない

既に
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あり、課題

解決に向けた
取組を

進めている

導入による
課題解決の

取組を検討中
である

関心はあるが
今のところ

導入は
考えていない

【出典】三重県「令和元年度 三重県事業所アンケート」 

県内企業の ICT 導入・活用状況 
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【図９】 
 

 

 
 
【図10】 
 

 
 
 
 
 
 
 
  

IT 人材需給に関する試算結果 

【出典】経済産業省「ＩＴ人材需給に関する調査 調査報告書（2019年 3月）」 

DX※推進人材の不足感 

【出典】情報処理推進機構「ＤＸ推進人材の機能と役割の在り方に関する調査」 

※ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション） 
 … デジタル技術の活用によって企業のビジネスモデルを変革し、新たなデジタル時代にも十分

に勝ち残れるように自社の競争力を高めていくこと。 
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  このような状況にもかかわらず、県内においては、情報処理・通信技術者への
需要は高くなく、有効求人倍率が全国に比べて低い状況が続いています（図11）。
三重県においても、ICT人材の育成・確保は重要な課題であると考えますが、こ
うした状況は、ICT人材の県内定着が進まない原因となっている可能性がありま
す。 

 
【図11】 
 

 

 
  

三重県の有効求人倍率（情報処理・通信技術者） 

【資料】厚生労働省「職業安定業務統計」 
    （REASASにより作成） 



９ 
 

■従業員規模別にみた県内中小企業・小規模企業のICTへの関心度 

ICT 導入に関する事業所アンケートの結果を事業所当たりの従業員数で整理すると、
従業員が１～１９人では「関心がない」の割合が高く（２割）、３０人以上では「２．導入に
よる課題解決の取組を検討中」の割合が高く（２割～４割）なっている。特に、３００人以
上では 「２．導入による課題解決の取組を検討中」が最も高く（４割）なっています。 

従業員規模が小さい事業所における ICT 導入への関心の低さが、顕著に表れてい
ます。 

   
【図12】 
 

 

 
 
 

 

 

 
 

 
 

 
 

  

単位：％

県内企業
（n=1184）

70.3 

県外優良企業
（n=196）

92.8 

関心
あり
計

その他
解決すべき
課題がない

5.6

10.7

14.4

31.1

50.3

51.0

19.6

5.1

7.6

0.5

2.6

1.5

関心がない

既に
導入済みで
あり、課題

解決に向けた
取組を

進めている

導入による
課題解決の

取組を検討中
である

関心はあるが
今のところ

導入は
考えていない

【出典】平成３１年度三重県事業所アンケート 

従業員数(人） 1 2 3 4 5 6
１～４ 1% 7% 44% 34% 11% 3%
５～９ 4% 5% 55% 21% 13% 3%
１０～１９ 3% 10% 55% 23% 6% 2%
２０～２９ 10% 16% 60% 9% 3% 2%
３０～４９ 8% 21% 58% 9% 4% 1%
５０～９９ 11% 27% 55% 3% 3% 2%
１００～１９９ 5% 38% 47% 6% 2% 3%
２００～２９９ 6% 27% 58% 9% 0% 0%
３００以上 12% 42% 31% 5% 4% 6%

設問

従業員規模別 県内中小企業・小規模企業のICTへの関心度 
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■県内教育機関におけるICT教育・特徴的な取組 

  県内の高等専門学校及び高等学校において設置されている代表的な情報工学
系の学科としては、鈴鹿工業高等専門学校の電子情報工学科、鳥羽商船高等専門
学校の制御情報工学科及び情報機械システム工学科、近畿大学工業高等専門学校
の総合システム工学科、亀山高校のシステムメディア課があり、約1,600人の学
生が在籍しています。また、三重大学の電気電子工学科、情報工学科、並びに鈴
鹿医療科学大学の医用情報工学科には、合わせて約 800 人の学生が在籍してい
ます。 

【表３】       鈴鹿工業高等専門学校の学生数 

 

【出典】鈴鹿工業高等専門学校ウェブページ 

 

【表４】       鳥羽商船高等専門学校の学生数 

 
【出典】鳥羽商船高等専門学校ウェブページ 
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【表５】    近畿大学工業高等専門学校の学生数 

 

【出典】近畿大学工業高等専門学校ウェブページ 

 

【表６】   県立亀山高等学校の学生数 

 

【出典】三重県立亀山高等学校ウェブページ 
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【表７】   三重大学の学生数 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

【出典】「国立大学法人三重大学 概要 2019」（一部加工） 

【表８】   鈴鹿医療科学大学の学生数 

【出典】鈴鹿医療科学大学ウェブページ 
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  県内の高等専門学校及び一部の高等学校においては、ICT やデータの活用に
関する特徴的な取組が行われています（図 13）が、その取組は情報工学系の学
科に留まらず、例えば、オープンデータを活用した取組を行う宇治山田商業高等
学校（図 14）のように、他の学科における学習にも広がりを見せています。 

 
【図 13】 

鳥羽商船による漁業ICT化等の取組 
 
 

  

漁業・農業・観光 × ICT 人材育成 

 鳥羽商船高等専門学校（三重県鳥羽市） 

地域産業の課題解決を通じて技術者としての素養高める 
地域連携 PBL(Project Based Learning)を実施 

情報機械システム工学科を設置（平成 31 年 4 月 定員 80 人） 

■漁師の知識や勘をＡＩ化し、海面養殖業者を支援する 
ＡＩ自動給餌システムを開発、実証中 

 
 
■全国高専プロコンで３年連続の文部科学大臣賞・ 
 最優秀賞を受賞。 
■世界最大の学生向け IT コンテスト(Microsoft 
 Imagine Cup)に出場 
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【図14】 
宇治山田商業によるオープンデータ活用の取組 

 

 
【出典】三重県立宇治山田商業高等学校 ウェブページ 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

40.6 21.8 19.3 9.0 9.1

県内高校卒業生の進学先地域の割合

中京 三重 関西 関東 その他

  しかし、県内の高校を卒業した大学進学者のうち、約８割が県外の大学へ進学
しており、若者の県外流出が続いています。優秀な人材の県内定着が課題となっ
ています。 

 
【図 15】 

 

 

 

  

【資料】文部科学省「学校基本調査」 

平成30年度 高等教育機関《報告書掲載集計》 学校調査 大学・大学院 から作成 
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■三重県IoT推進ラボの取組 

 平成２８年７月に設立された三重県 IoT 推進ラボは、IoT の利活用による県産
業の振興と地域の活性化に向けて、IoT に関する知見の共有、県内企業と ICT 企
業とのマッチング、参加プレーヤーによるワーキンググループ活動、ICT 人材の
育成等に取り組んでいます。 
 

【図16】 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 

【図17】 
  



１７ 
 

■三重県における地域BWAの状況 

三重県では、ケーブルテレビ事業者等が地域 BWA の免許を受け、24 市町で無線
局を開設しています。その結果、県内の広範囲をカバーすることができる状況となって
おり、地域の通信インフラとしての地域 BWA の活用が期待できます。 

 

【図18】 
地域 BWA システムの無線局の免許状況（令和元年 6 月 1 日現在） 

  

【出典】総務省 ウェブページ 



１８ 
 

■三重県におけるキャッシュレス普及状況 

2014年の商業統計では、県内小売業の商品販売額に占める電子マネー・クレ
ジットカードによる販売比率は19.15%となっており、東京都、香川県、千葉県
に次ぐ全国４位（19.15%）の販売比率となっています。 

 

【図19】 
 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 

 

【資料】経済産業省「平成26年商業統計確報」第２巻第５表から作成 



１９ 
 

■三重県におけるシビックテックの活動状況 

  地方自治体等の公共データを活用して地域課題の解決に取り組む全国的なコ
ンテスト“アーバンデータチャレンジ”（UDC）の三重県における地域拠点とし
て、UDC 三重実行委員会が 2018 年に設立されました。 

  同実行委員会の同年中の活動は、UDC2018 において地域拠点新人賞を受賞し
ており、以後も引き続き精力的に活動を続けています。 

   

【図20】 

 
 

【出典】アーバンデータチャレンジ ウェブページ 

  



２０ 
 

用 語 解 説（50音順） 

 

■ウェアラブル端末 
 腕や頭部等の身体に装着して利用するＩＣＴ端末の総称。ウェアラブル端末を
通して体重や血圧、心拍数、歩行数、消費カロリー、睡眠の質、食事内容といっ
た日々の活動のデータを収集することができる。収集したデータを分析すること
で様々な分野、対象に対して多彩なサービスが検討されており、実際に、業務利
用、健康管理、スポーツ、医療等の分野で先進的な製品・サービスが登場してき
ている。 

 
■オープンデータ 
 インターネット等を通じて誰でも自由に入手し、利用・再配布できるデータの
総称。一般的に、政府・自治体・研究機関・企業等が公開する統計資料・文献資
料・科学的研究資料を指し、図画や動画等のデジタルコンテンツも含む。 

 
■シビックテック（Civic Tech） 
 シビック（Civic：市民）とテクノロジー（Technology）を掛け合わせた造語。
行政サービスだけでは解決が困難となった、人口減少等により深刻化する社会課
題に対し、市民自身がテクノロジーを活用して解決に取り組む活動。 

 
■スマート漁業 
  ＩＣＴやＩｏＴ、ビッグデータを活用して効率化を図った漁業の操業のすがた。 
 
■スマートグラス 
 メガネのような形状のウェアラブルデバイス（身に着けられる情報端末）のこ
と。スマートグラスの多くは、実際に見ている光景に情報を重ねて表示する方式
が構想されている。 

 
■スマート工場 
 工作機械や生産ライン等をコンピューターネットワークに接続し、取得した稼
働データをもとに生産効率や品質管理の向上を図る工場。製造現場のＩｏＴ化を
進めることで、部品調達の効率化、省電力化、故障予知等を実現し、生産性を高
めることを目的とする。 

 
■スマートメーター 
  電気使用量をデジタルで計測する、通信機能を持った電力メーターのこと。通

信機能を利用して計測データを遠隔取得することができるため、各戸訪問によ
る検針の必要がなくなる。 

 



２１ 
 

■ソーシャルリスニング 
  Twitter 等の投稿データを収集し、特定のキーワードで検索することで新たな
トレンドやリスク等を発見すること。 

 
■地域ＢＷＡ〔BWA：広帯域移動無線アクセス（Broadband Wireless Access）〕 
 2.5GHz 帯の周波数の電波を使用し、地域の公共サービスの向上やデジタル・
ディバイド（条件不利地域）の解消等、地域の公共の福祉の増進に寄与すること
を目的とした電気通信業務用の無線システム。サービス区域は、１つの市町村の
行政区域の全部又は一部、都道府県の行政区域の一部等が対象。 

 
■地域連携ＰＢＬ〔PBL：問題解決型学習（Project Based Learning）。〕 
 知識の暗記等のような受動的な学習ではなく、自ら問題を発見し解決する能力
を養うことを目的とした教育法。正解のない議論（課題）を通して、地域連携に
よる社会問題解決へのアプローチ方法を身につける「アクティブラーニング」の
教育方法として注目を集めている。 

 
■チャットボット 
  チャットボットとは、「チャット(会話)」と「ロボット」を組み合わせた言葉で、
利用者が知りたい情報について、メニューの選択や、フリーワード(話し言葉、
キーワード等)を入力すると、ＡＩ(人工知能)を活用して自動で回答を表示するシ
ステムのこと。 

 
■データサイエンティスト 
 ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ等の技術革新による第４次産業革命において、重
要な役割を担うと考えられている専門人材。具体的には、プログラミングやデー
タ分析等ＩＴ分野の高度な技術・専門性を備えており、それらを活用して新たな
サービスやビジネスを生み出すことで、企業の競争力強化に貢献できる専門人材。 

 
■ハッカソン（Hackathon） 
 あるテーマに対して、アプリケーション・サービス開発のアイデアを出し合い
ながら実際に開発し発表しあうイベントで、特定のデータを対象にテーマを決め
て短期間（例えば１日）で開催され、参加者は複数のチームに分かれて、実際に
アプリケーションの作成を行う。Hack（ハック:高い技術力を駆使してシステム
を操ること）を Marathon（マラソン）のように行うことになぞらえて、２つの
語を組み合わせた造語。 

 
 
 
 
 



２２ 
 

■ビッグデータ 
  デジタル化の更なる進展やネットワークの高度化、またスマートフォンやセン
サー等ＩｏＴ関連機器の小型化・低コスト化によるＩｏＴの進展により、スマー
トフォン等を通じた位置情報や行動履歴、インターネットやテレビでの視聴・消
費行動等に関する情報、また小型化したセンサー等から得られる膨大なデータ。 

 
■フレイル 

「自立した生活ができる健康な状態」と「介護を受けなければならない状態」
の中間の状態。健康な状況に戻ることが可能な状態であることが特徴。 

 
■ベンダー 
 英語で「売り手」を意味し、ＩＴ用語としては、ハードウェア、ソフトウェア、
サービス等商材を問わず、製品やサービスの提供を行っている事業者全般を指す。 

 
■リカレント教育 
 生涯学習を実現するために行われる義務教育以後の包括的な教育戦略であり、
その特徴は、青少年期という人生の初期に集中していた教育を、個人の全生涯に
わたって、労働、余暇等他の諸活動と交互に行う形で分散されることであるとさ
れる。 

 
■ローカル５Ｇ 
 通信事業者以外の様々な主体（地域の企業や自治体等）が、自ら５Ｇシステム
を構築可能とするもの。地域や産業の個別のニーズに応じて柔軟に５Ｇシステム
を構築できる、通信事業者ではカバーしづらい地域で独自に基地局を設けられる、
他の場所の通信障害や災害等の影響も受けにくく、電波が混み合ってつながりに
くくなることもほとんどないといったメリットがある。 

 
■ＡＩ（Artificial Intelligence） 
  人口知能の意。人工的にコンピュータ上等で人間と同様の知能を実現させよう
という試みやそのための一連の基礎技術のこと。 

 
■ＡＲ（Augmented Rearity） 
  拡張現実の意。実在する風景に、スマートフォンやスマートグラスをとおして

3D データや動画等のバーチャルの視覚情報を重ねて表示することで、目の前に
ある世界を仮想的に拡張する（情報を補足する）技術。非現実の世界（仮想世界）
をあたかも現実のように感じさせるＶＲ（仮想現実：Virtual Reality）とは対照
的な技術。 

 
 
 



２３ 
 

■ＤＸ（デジタル・トランスフォーメーション） 
  デジタル技術の活用によって企業のビジネスモデルを変革し、新たなデジタル
時代にも十分に勝ち残れるように自社の競争力を高めていくこと。 

 
■ＥｄＴｅｃｈ（エドテック：Education Technology） 
 ＡＩや動画、オンライン会話等のデジタル技術を活用した革新的な教育技法。 

 
■ＩＣＴ（Information and Communications Technology） 
 情報通信技術と訳される。ＩＴの普及によりネットワークが広がったことを、
コミュニケーションという用語で強調している。 

 
■ＩｏＴ（Internet of Things） 
 「あらゆるものがインターネットでつながること」の意。近年のパソコン、ス
マホ等の端末だけでなく、製造用機械、各種センサー、車、時計、衣服、エアコ
ン等、あらゆるものがインターネットにつながり、データが活用される状況を表
している。 

 
■ＩＴ（Information Technology） 
  情報技術と訳される。コンピュータのハードウェア、ソフトウェア、それらを
インフラとした各種サービス等、情報処理に関する技術を幅広く意味する。 

 
■ＬＰＷＡ（Low Power Wide Area） 
 低消費電力、広い通信エリア、低コストを可能とする無線通信技術の総称。 
 
■ＭａａＳ（Mobility as a Service） 
 ＩＣＴを活用して交通をクラウド化し、公共交通か否か、またその運営主体に
かかわらず、マイカー以外のすべての交通手段によるモビリティ（移動）を１つ
のサービスとしてとらえ、シームレスにつなぐ新たな「移動」の概念。利用者は
スマートフォンのアプリを用いて、交通手段やルートを検索、利用し、運賃等の
決済を行う例が多い。 

 
■ＳＮＳ（Social Networking Service(Site)） 
 インターネット上で友人を紹介しあえる機能等を提供することにより、個人間
の交流を支援するサービス（ウェブサイト）のこと。 

 
 
 
 
 
 



２４ 
 

■Society5.0 
 内閣府の第 5 期科学技術基本計画において、我が国がめざすべき未来社会の姿
として提唱されたもの。これまでの狩猟社会（Society1.0）、農耕社会（Society2.0）、
工業社会（Society3.0）、情報社会（Society4.0）に続く、「サイバー空間（仮想空
間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発
展と社会的課題の解決を両立する、人間中心の社会（Society）」とされる。 

 
■ＳＴＥＡＭ（スティーム）教育 
 Science（科学）、Technology（技術）、Engineering（工学）、Art（芸術）、
Mathematics（数学）等の各教科での学習を実社会での課題解決に生かしていく
ための教科横断的な教育。 

 
■Wi-Fi６（別名IEEE 802.11ax） 
 Wi-Fi（ワイファイ）は、パソコンやテレビ、スマホ、タブレット、ゲーム機
等のネットワーク接続に対応した機器を、無線（ワイヤレス）でＬＡＮ（Local 
Area Network）に接続する技術。Wi-Fi６は、その第６世代となる無線通信規格
で、従来よりも高速で通信でき、同時に接続可能な端末数も増えるとされている。 

 
 


